
 

基 発 0 4 2 5第 １ 号 

令和６年４月25日 

 

都道府県労働局長  殿 

 

厚生労働省労働基準局長 

（ 公 印 省 略 ）    

 

労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行について 

 

労働安全衛生規則の一部を改正する省令（令和６年厚生労働省令第79号。

以下「改正省令」という。）については、令和６年４月25日に公布され、

令和８年７月１日から施行（一部規定については、令和６年７月１日から

施行）することとされたところである。その改正の趣旨、内容等について

は、下記のとおりであるので、関係者への周知徹底を図るとともに、その

運用に遺漏なきを期されたい。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨及び概要 

１ 改正の趣旨 

改正省令は、近年のＤＸの推進を踏まえ、労働安全衛生法（昭和47年

法律第57号。以下「法」という。）第57条の４第１項の規定に基づく届

出及び労働安全衛生法施行令（昭和47年政令第318号）第18条の４の規定

に基づく確認の申請について、電子申請を原則とする仕組みへ見直すと

ともに、従来、官報公示により行っていた法第57条の４第３項の規定に

基づく新規化学物質の名称の公表をインターネットの利用その他の適

切な方法により行うこととするため、労働安全衛生規則（昭和47年労働

省令第32号。以下「安衛則」という。）について所要の改正を行ったも

のである。 

 

２ 改正省令の概要 

（１）新規化学物質の有害性の調査の結果等の届出及び確認の申請の原

則電子化（安衛則第34条の４、第34条の５、第34条の６、第34条の

８及び第34条の10関係） 

改正省令による改正後の安衛則第34条の４に基づく届出並びに同

令第34条の５、第34条の６、第34条の８及び第34条の10に基づく確



 

認の申請については、電子情報処理組織（情報通信技術を活用した

行政の推進等に関する法律（平成14年法律第151号）第６条第１項に

規定する電子情報処理組織をいう。以下同じ。）を使用して行うこ

ととしたこと。ただし、電子情報処理組織による届出又は申請が著

しく困難な場合は、引き続き、書面での届出又は申請を行うことが

できることとしたこと。 

（２）新規化学物質の名称公表方法の変更（安衛則第34条の14関係） 

改正省令による改正後の安衛則第34条の14第２項の規定による新

規化学物質の名称の公表は、３月以内ごとに１回、定期に、インター

ネットその他の適切な方法により公表することとしたこと。 

（３）その他 

改正省令の施行に伴うその他所要の改正を行ったものであること。 

 

３ 施行日（改正省令附則関係） 

改正省令は、令和８年７月１日から施行すること。ただし、２（２）

に係る規定については、令和６年７月１日から施行すること。 

なお、附則第２条の規定により、令和７年１月１日以降、改正省令

の施行日前においても、２（１）の規定により、改正省令による改正

後の安衛則第34条の４に規定する届出並びに第34条の５、第34条の６、

第34条の８及び第34条の10に規定する確認の申請を行うことができ

ること。 

 

第２ 細部事項 

１ 新規化学物質の有害性の調査の結果等の届出及び申請の原則電子

化（安衛則第34条の４、第34条の５、第34条の６、第34条の８及び第

34条の10関係） 

（１）本規定における「著しく困難な場合」とは、例えば、外部からの

不正アクセス等により電子計算機が機能しなくなることや電子情

報処理組織の構成機器の故障等が発生することにより、期日までに

電子情報処理組織を用いた届出又は申請が困難である場合をいう

こと。 

（２）本規定における届出及び申請に際しては、電子証明書の提出を求

める予定はなく、改正省令による改正後の届出及び申請の手続の詳

細については別途示すところによること。 

（３）安衛則第34条の４に基づく届出において、現行の様式第４号の３

については、電子申請の様式にすることを検討している他、有害性

調査の結果等についても電子ファイルを添付する形式での提出を



 

求めることを予定しており、その詳細については別途示すところに

よること。 

 

２ 新規化学物質の名称公表方法の変更（安衛則第34条の14関係） 

本規定における「インターネットの利用その他の適切な方法」には、

厚生労働省の「職場のあんぜんサイト」に新規化学物質の名称の電子

情報を掲載する方法が含まれること。 

 


